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２．対象・目的・内容
西脇市教育委員会が所管する小中学校に勤務する教職員の自己啓発に要する費用の一部を助成する。

事 業 概 要

西脇市

年

内小中学校に勤務する教職員
事業の対象

（誰・何を）

教職員の自己啓発意欲を喚起し、能力を高めるとともに、教育の質の向上に寄与すること。
事業の目的

（どういう状態

にするために)

教職員５人以上を含む自主的に結成

度

されたグループに対し、教職員１人につき 5,000円、１グループにつき５万円
事業の内容 を限度とし、補助金を支払う。

（どういう内容 平成30年度からは1グループ限度額を10万円に引き上げる予定である。
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しては情報提供されてい

価 ないため全教職員で情報共有を行い、希望者は研修に参加できるような仕組みを構築されたい。また、教職員の能
力向上に関する費用は、本来、市と県のどちらが負担すべきなのか改めて検討する

事

必要がある。

業の概要説明
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今まで教職員の自主的な研修は手弁当的なところがあったが、西脇市が補助を行うことで負担を軽くし、一層の自
実績・成果 己研さんに励

　

んでもらいやすくなっている。

等 の 説 明

６．評価
評 価 事業の優先度(緊急性) 4 事業の必要性 2 実施主体の妥当性 4

１ ポイント 直接のサービスの相手方 1 受益者負担の適切さ 5 市民ニーズの把握 3
事 業 の 継続実施

次 総合評価

当

評

教職員の自己啓発意欲を喚起し能力を高めるということは、ひいては西脇市が掲げる学力向上に向かっていくた
め、本事業は継続した実施が必要である。

説 明
価

評 価 事業の優先度(緊急性) 3 事業の必要性 1 実施主体の妥

初

当性 4

２ ポイント 直接のサービスの相手方 1 受益者負担の適切さ 5 市民ニーズの把握 3
事 業 の 改善・見直し

次 総合評価
西脇市が目指す学力向上には、教職員の能力向上が欠かせないところであり、自発的な研修・研さんは効

予

果も高く

評 見込めるため有効な手法と考える。平成28年度は13グループが補助対象となっており、多くが講師を招聘しての研

説 明 修会であったが、開催情報は一部の学校内のみの情報共有にとどまっており、他学校に対


